
　　○　本質問は、平成１５年３月２７日（木）～４月１４日（月）に受け付けた東京大学

　　　　（駒場Ⅱ）駒場オープンラボラトリー施設整備事業の入札説明書等に関する質問を

　　　　入札説明書等の項目順に整理し、記載したものです。

　　○　質問は、意見者の記載のとおりを転載しています。

　　・　質問の受付期間　　　　　　　　 　平成１５年３月２７日（木）～４月１４日（月）

　　・　回答の公表日 　　　　　　　　　　平成１５年４月３０日（水）

　　・　入札説明書等に関する質問の受理件数　 ２１７　件
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東京大学(駒場Ⅱ)駒場オープンラボラトリー 施設整備事業

入札説明書等に関する質問回答（第１回目）

東京大学(駒場Ⅱ)駒場オープンラボラトリー 施設整備事業の入札説明書等に関する質問（第１回目）

＜総括＞

 ① 入札説明書

 ② 入札金額等の算出方法及びサービス購入費の支払方法等

 ③ 様式集

 ④ 要求水準書

 ⑤ 要求水準書・資料

 ⑥ 落札者決定基準

 ⑦ 事業契約書（案）

 ⑧ 基本協定書（案）

平成１５年 ４月３０日

東　　　京　　　大　　　学

 ⑨ その他

【 注　意 】　

回答欄に[★] 印のある項目は､５月１４日を目処に回答する予定です。
(東京大学のＰＦＩホームページに注意してください。) 



番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

1 ① 事業の範囲 3 Ⅰ 6 (4) 2) ア ⑧

施設整備業務の範囲内に⑧引き渡し業務が含まれて
おりますが、引き渡しに関連する諸手続き費用（司法書
士費用等）はサービス購入費には含まれず、大学より
直接お支払いいただけるものと理解してよろしいでしょ
うか。

サービス購入費に含むものとします。

2 ① 競争参加資格等 5 Ⅰ 8 (1) 2) エ

「落札者の選定が終了する」日は、前ページのスケ
ジュールに記載される「平成15年8月8日　⑭落札者の
決定・公表」と理解してよろしいですか。

ご理解の通りです。

3 ① 入札執行回数 12 Ⅰ 13 (4)

「入札執行回数は、原則として2回とする」とありますが、
「競争参加資格の確認」が一回目、「入札提案書類等」
の審査が二回目と理解してよろしいでしょうか。

落札者決定基準５(1)入札金額の確認の規定によ
ります。

4 ① 手続きにおける交渉の有無 16 Ⅰ 18

手続きにおける交渉につきまして、「無とする」とされて
おりますが、事業契約書（案）に関する交渉等について
は、協議いただけるものと理解してよろしいでしょうか。

入札手続に関する交渉を行わないという意味で
す。ただし、契約の締結に当たっても、軽微な事
項を除き、落札者の入札金額及び入札説明書等に
示した契約内容について、変更できないことに留
意してください。

5 ① 特別目的会社の設立 16 Ⅰ 20

全ての出資者は特別目的会社の株式について、「大学
の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担
保権等の設定その他の一切の処分を行ってはならな
い」とありますが、資金調達上必要な金融機関による担
保設定等については承諾いただけるものと理解してよ
ろしいでしょうか。

選定事業者の書面による申請に基づき、大学の経
済的な利益に反しない限り、前向きに検討しま
す。

6 ① 支払条件等 16 Ⅰ 22

大学は、「国庫債務負担行為により、本施設の施設整
備費相当と維持管理費等相当を施設引き渡しのあった
日から事業期間中に、選定事業者に対し」事業契約書
の定めるところにより支払うとありますが、大学が法人
化された場合でも変わらないものと理解してよろしいで
しょうか。

「大学が法人化された場合でも、大学から選定事
業者への支払いについて、何ら影響を及ぼすも
のではない」ものとご理解ください。

7 ① 基本協定の締結 16 Ⅰ 19

落札決定後7日以内に基本協定を締結しなければなら
ない旨の記載がありますが、構成員各社の捺印手続等
だけでも非常にタイトなスケジュールとなります。事業ス
ケジュールの兼ね合いで規定されたものと認識しており
ますが、「速やかに」等と表現を修正していただけませ
んでしょうか。

７日以内としますので、ご協力をお願いします。

8 ① 事業契約書の締結 16 Ⅰ 21 (3)

「軽微な事項」とありますが、落札後に事業契約案など
について協議する機会があるとの理解でよろしいでしょ
うか。

契約内容の確認等を目的とした協議を行う予定
です。その際に軽微な事項については調整する
場合があると考えます。

9 ① 事業契約書の締結 16 Ⅰ 21 (4)

「違約金として落札金額の100分の5に相当する金額を
請求することがある」とありますが、どのような場合に請
求することを想定されていますでしょうか。落札者に正
当な事由があり事業契約を締結しない場合は、違約金
は請求されないと理解して宜しいでしょうか。

落札者の責めに帰すべき事由がない場合は、違
約金を請求しません。

10 ① 支払条件等 17 Ⅰ 22 (1) 1）

施設整備費相当について、「年2回の割賦方式により26
回に分けて均等に支払う」とされておりますが、これは
消費税除きでの元利均等であり、毎年の支払い額のう
ち元本に消費税を加算した場合、支払金額にはばらつ
きが生じるものと理解してよろしいでしょうか。

施設費相当の「総額」及び、施設費相当の「総
額」の１００分の５に相当する金額（消費税等相
当額）を、平成１７年１０月を第１回とし平成３
０年４月を最終回とする、年２回・全２６回に分
けて均等に支払います。

11 ① 随意契約により締結する予定の有無 19 Ⅰ 24

「本件事業以外の業務で、本件事業に直接関連する業
務に関する契約を本件事業の契約の相手方と随意契
約により締結する予定」が無しとされておりますが、大
規模修繕等、本件事業の契約相手方が、維持管理業
務と一体的に行った方が効率的な場合もありうると思わ
れます。再考いただきたくよろしくお願い致します。

本事業期間中における大規模修繕の実施は、現
在のところ想定しておりませんが、必要に応じ
て、大学が実施します。調達方法は、その時点で
最も適切な方法により行います。

12 ① 事業実施に関する事項 20 Ⅱ 1

Ⅱ．選定事業者の権利義務に関する制限　１　選定事
業者の権利義務等に関する制限　の（１）乃至（４）に規
定される禁止事項について、選定事業者が本事業に必
要な資金調達に関して金融機関等から要求された場合
には、大学によりご承諾いただけるものと理解してよろ
しいですか。

選定事業者の書面による申請に基づき、大学の経
済的な利益に反しない限り、前向きに検討しま
す。

13 ①
選定事業者の権利
義務等に関する制
限

20 Ⅱ 1

選定事業者の権利義務等に関する制限について、資
金調達上必要な金融機関による担保設定等について
はご承諾いただけるものと理解してよろしいでしょうか。

選定事業者の書面による申請に基づき、大学の経
済的な利益に反しない限り、前向きに検討しま
す。

14 ① 大学の法人化 21 Ⅱ 4 (2) 4）

「大学が法人化された場合でも、大学から選定事業者
への支払いについて何ら影響を及ぼすものではない」と
ありますが、Ⅳ.別添資料「国立大学法人化に伴うPFIの
取扱について」をもって直ちにそのような理解とはなら
ないものと思われます。大学から事業者への支払いが
困難となった場合等については、予め予算措置がなさ
れるか、国により支払いがなされるものと理解してよろ
しいでしょうか。

「大学が法人化された場合でも、大学から選定事
業者への支払いについて、何ら影響を及ぼすもの
ではない」ものとご理解ください。

東京大学（駒場Ⅱ）駒場オープンラボラトリー施設整備事業
入札説明書等に関する質問回答（第１回目）
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

15 ① 事業実施に関する事項 21 Ⅱ 4 (2) 3)

直接協定を締結する大学とは、文部科学省より事務委
任されている発注者で、平成１６年に予定されている国
立大学法人化に際しては協定締結者が文部科学省か
ら国立大学法人に変更され、契約の内容はすべて継承
されるとの理解でよろしいでしょうか。
また、事前に銀行団の承認を得てから変更の手続きが
なされるよう直接協定にて規定することは可能でしょう
か。

Ⅳ.別添資料「国立大学法人化に伴うPFIの取扱
について」にて示す通りです。法人化に係る変更
の手続きに関しては、現時点でお答えすることは
困難です。

16 ① 事業実施に関する事項 22 Ⅱ 4 (5) 1)

入札説明書Ⅱ4.(5)1)に関する事項ですが、国立大学法
人化に伴い、敷地、建物及び設備等の資産についても
国立大学法人の財産に移管されるとの理解でよろしい
でしょうか。
また、直接協定において、国立大学法人が敷地、建物
及び設備等をＳＰＣ以外の第三者の債務に対する担保
として差し入れることを制限することは可能でしょうか。

ご理解のとおりです。大学による担保の制限を行
うことは想定しておりません。

17 ① 事業契約に違反した場合等の取扱い 23 Ⅱ 6 (3)

① 契約を拒んだ場合の「正当な理由」の有無について
争いがある場合、行政不服審査手続或いはこれに類す
る手続に基づく抗弁の機会が与えられ、客観的な判断
がなされるものと理解して宜しいでしょうか。
② 「文部科学省が実施する入札への参加が認められ
なくなる場合がある」とありますが、これは、国の指名停
止基準及び措置要領に基づいて行われるものと理解し
て宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

18 ① 提出書類 25 Ⅲ 6

「バインダー綴じ」とのご指定ですが、バインダーとは、
綴じ具が30穴のもののことでしょうか。それとも２穴のリ
ングファイルやパイプファイルでも差し支えないのでしょ
うか。

2穴のリングファイルやパイプファイルでも差し支
えありません。

19 ①
国立大学法人化に
伴うＰＦＩの取扱につ
いて

27 Ⅳ

① Ⅳ．別添資料に記載の「所要の措置」を文部科学省
が講じることの効果は、国立大学法人の長期債務の支
払いを国が保証したのと同等のものと理解して宜しいで
しょうか。
② 国立大学法人が起債する債券の償還と、本事業に
係る長期債務の償還との優先順位は、どちらが先順位
となるのでしょうか。
③ Ⅳ．別添資料の内容の文書を文部科学省から直接
大学宛に発行いただいたうえ、これをＳＰＣが資金調達
を行う際の金融機関に開示いただくことは可能でしょう
か。

①Ⅳ.別添資料「国立大学法人化に伴うPFIの取
扱について」にて示す通りです。
②現時点では、お答えする事ができません。
③現時点においては、文部科学省から直接大学
宛に当該資料を発行されることは想定しておりま
せん。

20 ①
国立大学法人化に
伴うＰＦＩの取扱いに
ついて

27,
28 Ⅳ

入札説明書（別紙Ⅳ）の「国立大学法人化に伴うPFI事
業の取扱について」により、国立大学法人化に伴う財源
措置、予算措置に関するご回答がありましたが、本事
業に関し個別に新たに公表して頂けるのでしょうか、ご
教示願います。

現在のところ、個別に新たに公表する予定はあり
ません。

21 ①
国立大学法人化に
伴うＰＦＩの取扱いに
ついて

27,
28 Ⅳ

入札説明書（別紙Ⅳ）記載事項である予算措置の手法
に関してですが、ＰＦＩ契約で定める施設の建設に係る
対価に相当する額は「施設費」として、また維持管理業
務に係る対価に相当する額は「運営費交付金」として、
それぞれ区分して手当てされるとの理解でよろしいで
しょうか。
また、上記の場合、「施設費」は、すべてＰＦＩ事業契約
に基づくサービス購入費に充当されるとの理解でよろし
いでしょうか。

ご理解の通りです。

22 ② 基準金利の確定時期 3 2 (1) 1）

金利の固定は落札者決定の日となっておりますが、入
札説明書のスケジュールにある「落札者の決定･公表
（平成15年8月8日）」が基準金利の確定日という理解で
しょうか？

契約金額の積算根拠として採用する金利の固定
は、落札者決定の日をもって行うものとします。
落札者決定の日とは、平成１５年８月８日（予
定）とします。

23 ② 施設整備費相当 3 2 (1) 1)

「施設整備費相当は、完全に平準化され」とあります
が、後に施設費相当に係る消費税等の支払方法につ
いて記載されていることから、ここで平準化される施設
整備費相当とは、税抜きの施設費相当と割賦金利とを
合算した額であると理解して宜しいでしょうか。

★

24 ②
施設費相当に係る
消費税等の支払方
法

3 2 (2) 1) ウ ①

① 施設費相当の100分の5に相当する金額（消費税相
当額）が平準化して支払われる旨の記述かと存じます
が、ＳＰＣの会計処理上の仮受消費税等計上額につい
ては、会計法規に従って、各期に支払われた施設費相
当と施設費相当に係る消費税等相当額とを合算した額
（課税売上）の105分の5であるとの理解で宜しいでしょう
か。
② この場合、各期において大学が「施設費相当の100
分の5（消費税等相当額）」として支払った金額と、ＳＰＣ
が計上した「仮受消費税等」の金額とは一致しないこと
となりますが、様式集様式５３－１，２の長期収支計画
の作成にあたっては、ＳＰＣの会計及びキャッシュフ
ローの実態に即して、ＳＰＣの会計処理上の仮受消費
税等の金額を、収支計画上の消費税等とすることとして
宜しいでしょうか。

★

25 ② サービス購入費の支払方法 3 2 (1) 1)

金利固定化日（基準日）が落札者決定日となると、実際
に融資が行われる引渡予定日までの金利変動リスク
が、事業者の提案するスプレッド（利ざや）に反映される
ことになり、結果的に大学の負担が増加することになり
ます。
金利固定化日（基準日）を落札者決定日から引渡予定
日に変更することは可能でしょうか。ご教示願います。

原案通りとします。
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

26 ② サービス購入費の支払方法 3 2 (1) 1)

施設整備費の支払期間は12.5年間ですが、基準金利
が10年物のスワップレートとなっております。資金調達
の際に、基準金利決定日から施設整備費支払いまで
のフォワード分や10年から12.5年までのイールドカーブ
の変化が、スプレッド等に転嫁されることになり、結局は
全体のコスト上昇となる可能性があると思われます。
基準金利については、応募者の提案に任せるというこ
とにするのは可能でしょうか。

基準金利は、６か月ＬＩＢＯＲベース１０年もの
（円／円）金利スワップレートを用いてくださ
い。

27 ② 維持管理費等相当の改定 5 2 (3) 2）イ

維持管理費相当の改定について、当該年度の8月の指
数を使用し、当該年度10月及び翌年度4月の支払額を
改定することとなっておりますが、物価スライドを予測し
対応することが非常に困難なため、例えば前年度8月
の指標を用いて当該年度の支払額を改定するなど、ご
検討いただけますでしょうか？

原案通りとします。

28 ③ 3

11資金調達計画等に係る提案書の（５）～（１０）の項目
の様式番号（様式５４～５９）に対応する様式集（69ペー
ジ～74ページ）の様式番号に齟齬が見受けられます
が、3ページの項目に対応する様式番号が正と理解し
て宜しいでしょうか？

お考えの通りです。

29 ③ 様式11 20 2

「請負を実施するに必要とする資格を有していることを
証明した者であることを証する書類」について、具体的
に明示願います。

入札参加者の維持管理業務における提案にお
いて、維持管理に当たる者が特別（一般的な資
格を除く）に必要とする資格があると判断する場
合に提出してください。当該資格の証明の提出が
ない場合でも差しつかえありません。

30 ③
様式５２・資金調達
計画等 事業費の調
達

66 ①

「事業費の総額」における事業費とは、消費税込みの初
期投資額、消費税抜きの初期投資額のどちらの意に理
解すれば宜しいでしょうか。もしくはそれ以外の概念で
しょうか。

消費税抜きでお願いします

31 ③ 様式53-2 68

長期事業収支計画表（その2）資金収支計算書について
「割賦売掛金取り崩し」とありますが、会計処理によって
は「割賦原価」と読み替えてよろしいでしょうか。

お考えの通りです。

32 ③ 様式53-2 68

長期事業収支計画表（その2）資金収支計画表について
「減価償却費」とありますが、本事業はBTOですが、ど
のようなものを想定しているかご教授ください。

ＳＰＣが事務室を確保する場合の什器備品等に
係る減価償却を想定しています

33 ③ 様式56 71

建物保守管理業務・設備保守管理業務・外構維持の修
繕･更新費用（大規模修繕を除く）は、どの費目に金額
を算入すれば宜しいでしょうか？

建物保守管理業務・設備保守管理業務・外構維
持管理業務の修繕･更新費用（大規模修繕を除
く）は、それぞれ、建物保守管理業務・設備保守
管理業務・外構維持業務に算入してください。

34 ③

「資金調達計画等
に係る提案書」の作
成にあたっての注
意事項

75

<様式53-1～2>長期事業収支計画表（その1）（その2）
の7について、消費税が割賦金利にはかからないことを
踏まえますと、「施設整備費相当」と「施設費相当に対
する消費税等」がともに完全に平準化することはないも
のと思われます。この点の考え方につきご教授くださ
い。

★

35 ③

「資金調達計画等
に係る提案書」の作
成にあたっての注
意事項＜様式５３－
１～２＞共通事項

75 2

「消費税及び物価変動を考慮しない金額を記入してくだ
さい」とありますが、建中の資金収支においても、「本事
業に係る投資」は全て税抜額とし、かつ仮払消費税の
還付も無い、という前提で記載するのでしょうか。

お考えの通りです。

36 ③

「資金調達計画等
に係る提案書」の作
成にあたっての注
意事項＜様式５３－
１～２＞損益計算書

75 5

「予算ベースや対象年度ではなく、支払実施年度月次
での記入」とのことですが、各期の収益、費用、損益の
認識を全て現金ベースで行うことを求めたものと理解し
て宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

37 ③

「資金調達計画等
に係る提案書」の作
成にあたっての注
意事項＜様式５３－
１～２＞国（大学）の
支払額

75 7

消費税率５％かつ割賦金利に対する消費税等が支払
われない前提では、税抜きの「施設整備費相当」と「施
設費相当に対する消費税等」の両方を完全に平準化す
るのは、少なくともＳＰＣの会計処理上は不可能と思わ
れます（元利均等で計算した施設整備費相当のうち施
設費相当の額は毎回変動するため、課税売上の105分
の5で算出される仮受消費税計上額も毎回変動せざる
をえない）。従って、消費税等が平準化されるというの
は飽くまで消費税等に相当する金額について大学の支
払方法を示したに過ぎず、損益計算書の売上欄に記載
する各期の施設整備費相当の額は、大学から支払わ
れる施設費相当と施設費相当に対する平準化された消
費税等相当とを合算した額（課税売上）の105分の100
に、割賦金利相当額を加算して得た額であるとの理解
で宜しいでしょうか（この場合、記載金額は毎回同額と
ならない）。
それとも、ＳＰＣの会計処理の実態から離れて、税抜き
で計算した元利均等の施設整備費相当額を記載するこ
とを求めているのでしょうか。

★
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38 ③

「資金調達計画等
に係る提案書」の作
成にあたっての注
意事項＜様式５３－
１～２＞国（大学）の
支払額

75 9

「大学の支出額」の各項目のうち「※」印の付いている
項目は大学で記入しますとあり、長期収支計画表の「消
費税」欄に※印が記入されていますが、消費税等につ
いては算出はするが応札者にて記載する箇所はないと
理解して宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

39 ③

「資金調達計画等
に係る提案書」の作
成にあたっての注
意事項

<様式54>入札金額内訳書（施設整備費相当の内訳書）
の3について、不動産取得税は非課税とされております
が、必要に応じて県税事務所等に問い合わせる旨記載
されております。基本的に、不動産取得税は非課税とし
て提案し、結果的に課税された場合については合理的
な増分費用については大学に負担いただけるものと理
解してよろしいでしょうか。

不動産取得税は非課税扱いです。ただし、事業
者と建設業者間で締結される建設工事請負契約
及び約款において別紙に示す追加条項、追加条
文が規定されていることが条件です。なお、必要
に応じて県税事務所又は総務省自治税務局都
道府県税課にお問い合わせ下さい。

40 ④ 施設の特色 1 Ⅰ 3

利用を希望する研究グループの利用期間及び想定利
用人数について明示願います。

利用期間は短期（１年程度）及び中期（３～５年程
度）を想定しています。また、１研究事業に対する
研究者数平均は１０名程度と考えます。（ラボ概
要より）

41 ④ 敷地条件 3 Ⅱ 4 12

食堂・会議室棟（東側）は、将来移転し、ユニヴァーシ
ティ広場と一体の広場として利用する事も計画している
とありますが、配置計画におきまして、将来の広場計画
を充分考慮し本対象外敷地計画を含んだ提案としてよ
ろしいでしょうか。また、その各種コストは本計画に含ま
れるのでしょうか。

提案は、あくまでも本対象敷地のみを対象としま
す。ただし、食堂・会議室棟（東側）が、将来移転
し、ユニヴァーシティ広場と一体の広場として利
用することを念頭にいれた配置計画としてくださ
い。

42 ④ 業務全般に関する要求水準 3

ｲﾝﾌﾗ整備状況に都市ｶﾞｽ150φとありますが、別添図
【設備系統ｲﾝﾌﾗ図】の会議・食堂棟及び16号館間のﾒｲ
ﾝ管（150φ）から新規に分岐取出しと考えて宜しいで
しょうか。

お考えの通りです。

43 ④ 業務全般に関する要求水準 3

ｲﾝﾌﾗ整備状況に上水道100φとありますが、別添図
【設備系統ｲﾝﾌﾗ図】の会議・食堂棟及び16号館間のﾒｲ
ﾝ管（100φ）から新規に分岐取出しと考えて宜しいで
しょうか。

共同溝内のメイン管（１００φ）から分岐取り出し
とします。要求水準書9頁２）の①及び別添資料2
及び4-2-2を参考にしてください。

44 ④ 業務全般に関する要求水準 3

ｲﾝﾌﾗ整備状況に公共下水道300φとありますが、別添
図【設備系統ｲﾝﾌﾗ図】の会議・食堂棟及び16号館間の
ﾒｲﾝ管（300φ）に接続と考えて宜しいでしょうか。また、
接続するﾒｲﾝ管の埋設深さをご教示願います。

お考えの通りです。メイン間の埋設の深さは、計
画地盤高40.48m  管底高 約GL-5m

45 ④ 施設概要 4 Ⅱ 5 (2)

施設概要　(2)構成　注２）において、特殊空間設置に伴
う空調機器設置スペースや電源確保のため、どの程度
の規模、数量の特殊空間を想定すればよいでしょうか。

現時点では大電力を要する実験及び高精度の
室内条件を伴う実験は想定していません。【別表
１・２・３】をもとに事業者からの提案によるものと
します。

46 ④ 業務全般に関する要求水準 4 Ⅱ 5 (2) 1)

研究室関連の中で、研究実験室(A)及び(B)の面積は
「室の機能上問題無ければ、若干の増減は構わない」
とあり、また［別表-1］専用スペースの用途と補足事項
の中で、「研究実験室は100㎡を1ユニットとして・・」とあ
りますが、その増減許容範囲は、別添資料の資料5の
計画建物イメージ図に示された参考案程度と考えて宜
しいでしょうか。

お考えの通りです。

47 ④ 本事業の基本コンセプト 5 Ⅱ 6 (1) 5) イ

本施設においてもユニバーサルデザインやバリアフ
リー等に配慮した施設とありますが、計画敷地内でユニ
ヴァーシティ広場から計画建物内部受付までの誘導点
字ブロック等の設置が必要でしょうか。

１階ピロティ及びエントランスは必要です。外部に
ついては事業者提案によるものとします。

48 ④ 内装計画 6 Ⅲ 1 (1) 4)

内装計画で、部位の機能に応じ、防塵、防水、防音、防
振対策を行うこととありますが、電磁波シールド等の研
究・実験に配慮すべき点をご教示ください。

共用部分については事業者からの提案によるも
のとします。なお、実験に必要なシールドブース
等は大学側にて調達するものとします。(18頁［別
表　３]）

49 ④ 施設整備業務に関する要求水準 6 Ⅲ 1 (3) 1) ア

既設設備センター内の特高受変電設備及び既設産学
内の高圧受変電設備に関する下記関係資料をご提示く
ださい。
1.特高受変電設備系統図
2.特高受変電室機器配置図
3.特高受変電室内配線ルート図
4.特高受変電設備機器メーカー

施設部企画課にて提示（閲覧）します。

50 ④ 施設整備業務に関する要求水準 6 Ⅲ 1 (3) 1) ア

既設設備センター内の中央監視設備に関する下記資
料をご提示ください。
1.中央監視設備システム図
2.中央監視室機器配置図
3.中央監視室内配線ルート図
4.中央監視設備機器メーカー

施設部企画課にて提示（閲覧）します。

51 ④ 施設整備業務に関する要求水準 6 Ⅲ 1 (3) 1) ウ

点検時の仮設用電源の容量若しくは対象範囲をご指示
ください。
1.単相電源：？ＶＡ
2.三相電源：？ＶＡ

単相及び三相とも、各階毎に２KVA程度としま
す。
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52 ④ 施設整備業務に関する要求水準 6 Ⅲ 1 (3) 1) オ

既設設備センター内の電話交換設備に関する下記資
料をご提示ください。
1.電話交換機機器図
2.電話交換機室機器配置図
3.電話交換機室配線ルート図
4.電話交換機メーカー

施設部企画課にて提示（閲覧）します。

53 ④ 施設整備業務に関する要求水準 6 Ⅲ 1 (3) 1) オ

既設情報設備に関する下記資料をご提示ください。
1.情報システム図
2.各棟の機器配置図
3.各棟の配線ルート図
4.情報設備機器メーカー

施設部企画課にて提示（閲覧）します。

54 ④ 施設整備業務に関する要求水準 6 Ⅲ 1 (3) 1) ク

既設防災センター内の方法設備に関する下記資料をご
提示ください。　又、既設防災センターからの放送は一
斉放送として考えてよろしいでしょうか。
1.学園内放送設備系統図
2.防災センター放送設備機器図
3.防災センター機器配置図
4.防災センター配線ルート図
5.放送設備機器メーカー

施設部企画課にて提示（閲覧）します。

55 ④ 施設整備業務に関する要求水準 6 Ⅲ 1 (3) 1) ケ

既設防災センター内の防災監視設備に関する下記資
料をご提示ください。
1.防災監視設備システム図
2.防災監視盤機器配置図
3.防災監視盤機器メーカー

施設部企画課にて提示（閲覧）します。

56 ④ 施設整備業務に関する要求水準 7 Ⅲ 1 (3)

各種機器や配管・ダクト類については、地震時の転倒
防止、防振等に配慮し、適切な耐震措置を施すこととあ
りますが、想定する地震の規模をご教示下さい。

①地震力の算定に当たっては、学校建物の安全
性及び機能性を考慮し、基準法施行令による値
を1.25倍とすることを標準とする。
②耐震安全性の分類は、「人命及び物品の安全
性が特に必要な施設でかつ多数の者が利用する
施設とし、構造体をⅡ類、建築非構造部材をＢ
類、建築設備を乙類とする。

57 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ
基板増設及びPHS用アンテナ機種選定を行うため、既
設電話交換機の機種・型番をご提示下さい

施設部企画課にて提示（閲覧）します。

58 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

ソフト変更費用を見込むため、既設電話料金課金ソフト
の仕様の情報をご提示下さい

既設電話料金課金装置のソフト変更は別途大学
が行うものとし、本事業範囲外とします。

59 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

PHSを含めた電話機器の調達・整備・維持管理は本事
業の整備範囲外と考えて宜しいでしょうか？

構内PHS用アンテナの設置は事業範囲とします。
電話機の設置、番号設定、維持管理は別途大学
にて実施します。

60 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

公衆電話に関して、ＮＴＴ側の事業であるため、ＮＴＴが
設置を拒否した場合のリスクや代替案の負担に関して
は、SPC側に責任が無いものと解釈して宜しいでしょう
か？

公衆回線の協議については別途大学が行いま
す。配管・配線については事業範囲とします。

61 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ
LAN機器及びLANラックについては、今回SPC側の整
備範囲外と考えて宜しいですか。

LANラックは事業範囲とします。

62 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

LAN配線については、今回SPCの整備範囲に含むと考
えて宜しいですか。その場合、各階EPS内のパッチパネ
ルから情報コンセントまでの配線を整備範囲と考えて宜
しいですか。

お考えのとおりです。

63 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

LAN配線の内、基幹LAN（メインスイッチから各階スイッ
チまでのLAN配線）は整備範囲外と考えて宜しいです
か。整備範囲の場合、光ファイバーなのかUTPなのか、
またどの程度の数（心数）が必要なのかご指示願いま
すか。

整備範囲内とし、各階へ光ケーブル（G1-8C程
度)を敷設とします。

64 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ
各階LAN配線について、ケーブル種類（Cat5e、Cat6
等）を含め、要求仕様をご指示願います。

Cat６とします。

65 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ
配線費用算出のため、各諸室毎の必要電話回線数と
情報コンセント数をご提示下さい。

２０㎡に各１個程度とします。

66 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

統合配線のため、電話数量及び情報コンセント数量の
大まかな数量提示が無い場合、各階毎のパッチパネル
が何Port対応で何面必要となるかご指示下さい。

２０㎡に各１個程度とします。

67 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

生産研Ｃ棟より本施設や本施設より「新４号館」・「３号
館」・「産学」への敷設する光ケーブルは、それぞれどの
ような仕様で何心敷設すればよいかご指示下さい。

光ケーブル（G1-24C+SM-8C程度）を敷設としま
す。

68 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

今回の各光ケーブルの敷設は、光成端箱止めかそれと
もスイッチまでの配線となるか、どこまでがSPCの整備
範囲となりますか。

パッチ成端（光コード付き）までを事業範囲としま
す。
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69 ④ 施設整備業務に関する要求水準 8 Ⅲ 1 (3) 1) オ

基盤増設した既設電話交換機やソフト変更後の既設電
話料金課金ソフトの保守費用は本事業の範囲外と考え
てよろしいですか？

お考えのとおりです。

70 ④ 施設整備の要求水準 9 Ⅲ 1 (3) 1）コ

セキュリティ設備の要求水準において「指定された室に
ついてIDカードを利用した入退室管理方式を採用する」
とありますが、IDカードは、施設利用者の身分証明書等
と兼用するタイプを使用し、且つ、個人別の入退室履歴
までをデータ管理するものと理解して宜しいでしょう
か？

お考えのとおりです。

71 ④ 機械設備における基本的要件 10 Ⅲ 1 (3) 2) イ ②

換気設備において、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰ排気ﾀﾞｸﾄ（SUS製300
φ丸ﾀﾞｸﾄ同等以上）の各室本数、及びﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰの
発停によりそれら排気量と同等量の外気処理空気を供
給する旨が記載されておりますが、風量に関しては特
に明記されていません。つきましては、外気処理風量と
して各ﾀﾞｸﾄ風速10m/sec.を想定しますが宜しいでしょう
か。

お考えのとおりです。

72 ④ 機械設備における基本的要件 10 Ⅲ 1 (3) 2) イ ②

換気設備において、「ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰを設置しない研究実
験室等の換気は全熱交換器付ﾌｧﾝを設置すること。」と
ありますが、ﾄﾞﾗﾌﾄﾁｬﾝﾊﾞｰを設置しない研究実験室等と
は、情報系研究事件室及び研究・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨﾙｰﾑと考え
て宜しいでしょうか。

情報系研究実験室、研究・ﾕｰﾃｨﾘﾃｨﾙｰﾑ及び研
究実験室（Ｂ）とする。      P.15補足事項参照

73 ④ 昇降機設備 11 Ⅲ 1 (2) エ

昇降機設備で、シャフトは透明感のある素材としとあり
ますが、建設費、メンテナンス費等がかかるため設計変
更はできますか。

透明感のある素材としてください。

74 ④ 植栽 11 Ⅲ 1 (4) 2）
支障樹木の品種及び数量について明示願います。 支障樹木は目通り３０㎝、高さ８ｍのタブノキ１本

です。

75 ④ 施設整備業務に関する要求水準 13 Ⅲ 2 (1)

「外部開口部（サッシュ、ドア、設備）、内部開口部、内
装仕上げ、外壁、間仕切り等、研究施設として必要な防
音対策、遮音対策を十分行うこと」とありますが、具体
的な数値基準が示されていません。隣接する「新4号
館」及び「産学」内の同様諸室の防音、遮音性能と同等
と考えて宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

76 ④ 施設整備業務に関する要求水準 13 Ⅲ 2 (1)

外部開口部（サッシュ、ドア、設備）について、水密性
能、気密性能、対風圧性能の具体的な数値基準が示さ
れていません。隣接する「新4号館」及び「産学」内の同
様開口部の性能と同等と考えて宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

77 ④ 各エリアの要求水準 14 Ⅲ 2 (2) 7)

建物から発生するゴミ等を分別する場合、その分類数
はいくつでしょうか。また、分類するゴミの種類もご教示
願います。

施設部企画課にて提示（閲覧）します。
本事業及び駒場Ⅱにおける廃棄物の分別につい
ては、別途施設部企画課が提示する閲覧資料を
参考にしてください。

78 ④ 施設整備業務に関する要求水準 14 Ⅲ 2 (2) 8)

「屋外設備機器置き場を含め、建物内（特に研究実験
室）、隣接建物、近隣（特に西側の住宅ゾーン）への騒
音対策、振動対策を十分行うこと」とありますが、具体
的な数値基準が示されていません。隣接する「新4号
館」及び「産学」内の同様設備の騒音対策、振動対策と
同等性能を確保することと考えて宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

79 ④ 別表-1 15

補足事項の共通事項に「実験に必要となる特殊空間
（低温室、恒温室、動物飼育室、ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ等）について
は研究室内に別途大学（利用者）が設置する。」とあり
ますので、同上特殊空間分の換気量等は特に見込む
必要は無く、一般的な室内換気量を確保すれば良いも
のと考えて宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

80 ④
【別表－１】専用ス
ペースの用途と補
足事項

15

会議室の補足事項において、”来客に研究のプレゼン
テーションを行なえるようにすること”をありますが、具
体的にどのような機器を設置すればよいですか？

ﾊﾟｿｺﾝ及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ等は大学が準備します。18頁
の［別表　３］を参考としてください。

81 ④ 別表２ 16 9)

実験用給排水換気設備において、「ﾅﾉﾃｸ・材料系研究
室」、「生物系研究室」に給水・給湯・排気は可（室への
突出しまで本事業範囲、以降は別途工事）とのことです
が、各室での必要量が特に明記されておりません。各
室での必要量をご教示いただくか、もしくは設置予定の
実験機器ﾘｽﾄを公表していただけないでしょうか。

現時点では大電力を要する実験及び高精度の
室内条件を伴う実験は想定していません。【別表
１・２・３】をもとに事業者からの提案によるものと
します。

82 ④ 【別表－２】各エリアの要求水準 16 5）

電話・情報設備の先行統合情報配線システム欄がI1の
エリアは、電話コンセントは必要なく、構内PHSの利用
のみと考えてよろしいですか？

電源ｺﾝｾﾝﾄ、電話及び情報ｺﾝｾﾝﾄを一体として想
定しています。電源は【別表２－照明ｺﾝｾﾝﾄ用】、
電話及び情報ｺﾝｾﾝﾄは２０㎡に１個程度としてく
ださい。

83 ④ 【別表－２】各エリアの要求水準 17 5)

「I1：電力・情報ペアジョイントボックス（スイッチングハブ
付）による対応」は、電力用コンセントと情報用コンセン
トが一体化したものが想定されますが、フレキシビリ
ティーさを考慮して、それぞれ別々にして近接に設置す
るよう方法でも宜しいですか。

お考えのとおりです。

84 ④ 【別表－２】各エリアの要求水準 17 5)

「I1：電力・情報ペアジョイントボックス（スイッチングハブ
付）による対応」は、スイッチングハブとして何Portが必
要とお考えですか。

情報ｺﾝｾﾝﾄは２０㎡に１個程度としてください。
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

85 ④ 建物保守管理業務の対象 22 Ⅳ 3 (1)

別途大学が設置した特殊空間（低温室、恒温室、動物
飼育室、クリーンルーム等）は本業務の対象外と理解し
て宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

86 ④ 設備保守管理　業務 23 Ⅳ 4 (4) 1)

運転日誌の内容の一つである「電力供給日誌」におい
て、前述日誌にあたる内容は8頁‐Ⅲ‐１‐(3)‐1)‐アの検
針業務と考えてよろしいでしょうか。

お考えの通りです。

87 ④ 設備保守管理業務の対象 23 Ⅳ 4 (1)

別途大学が設置した特殊空間（低温室、恒温室、動物
飼育室、クリーンルーム等）は本業務の対象外と理解し
て宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

88 ④
日常清掃衛生管
理・定期清掃衛生
管理

25 Ⅳ 6 (4)(5)

別途大学が設置した特殊空間（低温室、恒温室、動物
飼育室、クリーンルーム等）は(4)及び(5)の＊に記載す
る「研究実験室、研究・ユーティリティールームを除く諸
室、供用部分」には含まれないと理解して宜しいでしょう
か。

お考えの通りです。

89 ④ 清掃衛生管理　業務 26 Ⅳ 6 (9) 1)

　ごみ及び一般廃棄物において、「ごみ」とは何を指して
いるのでしょうか。　一般廃棄物のほか、産業廃棄物及
び粗大ごみを包括した内容であるとの　理解でよろしい
でしょうか。

｢ゴミ」と｢一般廃棄物」の違いについては明確な
区別はしていません。尚、駒場Ⅱでの廃棄物の
取り扱いについては、別途施設部企画課にて提
示する閲覧資料を参考にしてください。

90 ④ 清掃衛生管理　業務 26 Ⅳ 6 (9) 2)

ごみを定期的に分別・運搬・集積するとありますが、そ
の頻度及び時間帯　をご教示願います。

駒場Ⅱでの廃棄物の取り扱いについては、別途
施設部企画課にて提示する閲覧資料を参考にし
てください。
現在駒場Ⅱでは、平日の月水金を燃えるゴミの
回収廃棄、火木を燃えないゴミの回収廃棄として
います。

91 ④ 清掃衛生管理　業務 26 Ⅳ 6 (9) 3)

一般廃棄物は、適正な方法で処理するとありますが、
定期的な分別・　運搬・集積以外に異なる業務があるの
でしょうか。

駒場Ⅱでの廃棄物の取り扱いについては、別途
施設部企画課にて提示する閲覧資料を参考にし
てください。

92 ④ 警備業務 26 Ⅳ 7 (1) 本施設の運営時間帯をご教示願います。 平日の8:30から17:00とします。

93 ④ 維持管理業務に関する要求水準 26 Ⅳ 6 (9)

（９）ごみ及び一般廃棄物の収集・集積に記載されてい
る「ごみ」とは、廃棄物の清掃及び処理に関する法律に
おいて定義される一般廃棄物又は産業廃棄物のいず
れに該当するものと理解すればよろしいですか。
（９）ごみ及び一般廃棄物の収集・集積に関して、事業
者は一般廃棄物又は産業廃棄物に関する収集運搬の
許可を受ける必要がありますか。
３）建物内のゴミ置場に集積された一般廃棄物の適正
な方法による処理に関して、事業者から一般廃棄物処
理業者へ処理を委託することによる方法は認められま
すか。

｢ゴミ」と｢一般廃棄物」の違いについては明確な
区別はしていません。尚、駒場Ⅱでの廃棄物の
取り扱いについては、別途施設部企画課にて提
示する閲覧資料を参考にしてください。又、廃棄
物の学外への搬出は大学にて行います。

94 ④ ごみ及び一般廃棄物の収集・集積 26 6 (9) 3）

ごみ及び一般廃棄物は分別・収集･集積までが事業者
の業務範囲内と考えられますが、一般廃棄物について
は建物内のごみ置場に集積されたものを適正な方法で
処理をすることが要求されています。この一般廃棄物
の適正な処理とは、具体的にどのような業務を指すの
かご教示願います。

駒場Ⅱでの廃棄物の取り扱いについては、別途
施設部企画課にて提示する閲覧資料を参考にし
てください。又、廃棄物の学外への搬出は大学に
て行います。

95 ④ 受付業務 27 Ⅴ 2 (1) 3)4)

受付業務の業務内容において「出入管理」及び「不審
者の侵入防止」とありますが、警備業務としての概念が
含まれると考えられます。配置する人員は、警備業に
関する法に準じない受付事務員と考えてよろしいでしょ
うか。

お考えの通りです。

96 ④ 受付業務の業務内容 27 ⅴ 2 (1) 1)

①来訪者受付業務には「渡り廊下で結ばれる隣接する
２棟の既存建物（「産学」、「新４号館」）への来訪者も対
象とする」とありますが、業務は本件施設１箇所で行え
ば足りるとの理解で宜しいでしょうか。
②合計３棟に対する来訪者受付を本件施設で一元的
に行うために、セキュリティーシステムの統一化を目的
として、本件施設以外の既存２棟のセキュリティーシス
テム及び電気錠を改変又は更新することは可能でしょう
か。

①お考えの通りです。
②既存施設の変更は認めません。

97 ④ 受付業務の業務内容 27 ⅴ 2 (1) 3)

出入管理について、大学教職員や学生等、通常ＩＤカー
ドを携帯している者が本件施設の隣接既存建物に直接
入館し又は退館する場合の出入管理は、本事業の業
務範囲外と理解して宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

98 ④ 受付業務の業務内容 27 ⅴ 2 (1) 4)

不審者の侵入防止について、本件施設の隣接既存建
物へ本件施設を経由しないで侵入しようとする不審者
の侵入防止策は大学の責任において行われるとの理
解で宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

99 ④ ﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ業務の業務内容 27 ⅴ 3 (1) 2)

① 大学又は利用者が別途設置した特殊空間（低温室、
高温室、動物飼育室、クリーンルーム）の修繕・改修計
画策定は本事業の業務外と考えて宜しいでしょうか。
② ラボ内の修繕・改修計画策定について、実験等特殊
な使用方法に起因する内装や建具等の劣化を想定し
て修繕・改修計画を策定するのは困難と思われます
が、修繕・改修計画は通常の使用方法の下で予想され
る劣化を踏まえて行えば良いと理解して宜しいでしょう
か。

①お考えの通りです。

②お考えの通りです。
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100 ④ ﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ業務の業務内容 27 ⅴ 3 (1) 2)

改修計画策定における改修計画の対象は、建物全体
を指すのでしょうか。それともラボを指すのでしょうか。

ラボ内を指します。ラボ内の修繕・改修計画の内
容は①修繕マニュアルの作成②入れ替えに伴う
利用者の改修案への専門的なサポート等です。

101 ④ ﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ業務の業務内容 27 ⅴ 3 (1) 2)

① 「施工管理」とありますが、施工は事業者の業務外
で施工管理が事業者の業務内なのでしょうか。
② 施工管理は事業者が策定した修繕・改修計画に
沿ったものを対象に行えば良いとの理解で宜しいでしょ
うか。

①ラボの入替えに伴う工事は別途大学の責任に
おいて実施します。事業者が行う「施工管理」と
は、スケジュール及び施工方法等に関する打合
せに参加し提言を行うものとします。なお、必要
に応じて施工の立会いも事業者の業務とします。
②お考えの通りです。

102 ④ 修繕等

22
及
び
23

Ⅳ 3及び4 (2) 2)

建物保守管理業務及び設備保守管理業務の「修繕等」
につきまして、提案者の受け取り方により大きなバラツ
キが生じる可能性があると思われます。修繕の業務範
囲をより明確に定義していただきたく、よろしくお願い致
します。

修繕等の対象範囲は22頁-(10)-5)によるものとし
ます。また年度ごとの計画修繕の内容について
は事業者の提案によることとします。

103 ⑥ 基礎項目審査 3 5 (2)

「基礎項目審査の審査項目及び審査基準」の表中、事
業計画－長期収支計画の審査基準欄に「・年度ごとの
極端なキャッシュフロー変動や資金不足がないこと」と
あります。ＳＰＣが事業期間中に必要な修繕・更新費を
内部留保として積み立て、これを修繕・更新実施年度に
取り崩した場合、単年度ＤＳＣＲが１．０を切る程度の
キャッシュフロー変動が十分に起こり得ますが、ＳＰＣに
資金不足が生じない限りは「極端なキャッシュフロー変
動」には該当しないと理解して宜しいでしょうか。

お考えの通りです。

104 ⑥ 維持管理計画等に関する事項 6 5 (3) 3)

維持管理業務全般の評価基準の中に「・長期修繕計画
は、ライフサイクルコストの最小化を図るための工夫を
したものとなっているか」とありますが、長期修繕計画の
提案様式が見当たりません。長期修繕計画の提案が
必要とされるのであれば、どの様式にどのような要領で
記載するのでしょうか。

様式46に追加１枚程度で、長期修繕計画の基本
的な考え方及び、ポイントを記載してください。

105 ⑦ 1 1

本事業契約において「建設用地」と「本件土地」をそれ
ぞれ定義した意図をご教示いただけますか。第９条に
おいて「建設用地」と「本件土地」との関係をどのように
理解すればよろしいでしょうか。

全て「本件土地」に修正いたします。

106 ⑦ 第1章　用語の定義 2 1 15

「設計・建設期間」が平成17年1月末までとなっており、
一方「維持管理期間」は平成17年4月1日からとなってい
ます。この2ヶ月間は何を想定されているのでしょうか。

「設計・建設期間」は、平成17年3月末までと訂正
します。

107 ⑦ 2 1

(16)の「大学が別途本契約に」は「大学が別途本事業契
約に」が正と理解してよいですか。

ご理解のとおりですので、修正いたします。

108 ⑦ 事業者 4 7 3

「事業者の構成員及び協力会社の事情」とは、例えば
どのような事情を想定されていますでしょうか。

出資者間の取り決めや、協力会社への業務の委
託契約等の不備、事業者の構成員等の行為等
によるものなどを想定しております。事業者の構
成員及び協力会社の事情については、事業者の
故意・過失の有無を問わず、事業者の責めに帰
すべき事由とみなします。

109 ⑦ 4 9

第9条に以下の追加をご検討いただけますか。
大学は、事業者による本件工事開始前までに、本件土
地を事業者に提供するものとする。

原案のとおりとします。

110 ⑦ 許認可、届出等 5 10 5

「事業者は、許認可取得の遅延により増加費用が生じ
た場合、当該増加費用を負担する」とありますが、大学
が取得する許認可取得の遅延による増加費用は、大
学が負担すると理解して宜しいでしょうか。宜しければ、
「事業者が取得する許認可取得の遅延により・・」と改定
いただけないでしょうか。

大学が取得する許認可取得の遅延であっても、
事業者が提供すべき必要資料等を提供しなかっ
た等の場合には、事業者が増加費用を負担しま
す。そのような趣旨で文言を修正いたします。

111 ⑦ 5 10 5

第10条第5項但書を以下のとおり変更願います。
ただし、当該遅延が大学の責めに帰すべき場合は、大
学が増加費用及び損害（本件事業に関して事業者に融
資する金融機関等から事業者が請求されうる当該融資
に係る条件変更、解約等に伴い発生する一切の費用を
含む。）を負担する。

原案のとおりとします。ご質問のような費用につ
いても、当該遅延と相当因果関係を有する範囲
のものは含まれます。

112 ⑦ 第2章　総則 5 11

大学にて負担していただく当該増加費用及び損害は発
生時にお支払いただけると理解してよろしいでしょうか。

★

113 ⑦ 5 11

第11条の「当該増加費用並びに損害」について以下の
追加をご検討いただけますか。
当該増加費用並びに損害（本件事業に関して事業者に
融資する金融機関等から事業者が請求されうる当該融
資に係る条件変更、解約等に伴い発生する一切の費
用を含む。）

原案のとおりとします。大学が負担すべき「増加
費用並びに損害」は、入札説明書等の誤謬等と
相当因果関係を有する範囲に限られます。
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

114 ⑦ 5 12 1

第12条第1項の末尾に以下の追加をご検討いただけま
すか。
「大学は合理的な理由なくかかる確認を留保又は遅延
しない。」

原案のとおりとします。

115 ⑦ 5 12 4

基本協定書第４条第１項において本件施設の設計にか
かる業務を受託又は請け負う企業が特定されることか
ら、第12条第4項につき以下の追加をご検討いただけま
すか。
ただし、基本協定書第４条第１項に規定する事業者が
本件施設の設計にかかる業務を委託又は請け負わせ
るものについては、大学の書面による承諾を要しない。

原案のとおりとします。

116 ⑦
入札説明書、要求
水準書の不備・誤
謬又は内容変更

5 12 １

大学が増加費用及び損害を負担する場合の支払方
法、支払時期をご教示下さい。

★

117 ⑦ 本件施設の設計 6 12 9

① 大学の責めに帰すべき事由により設計費用が減少
した場合にサービス購入費が減額されるのは不合理で
はないでしょうか。
② 設計費用が減少する場合、割賦料は変更されない
と理解して宜しいでしょうか。
③ 「同額減少させることができる」とありますが、一時に
減少させるのでしょうか、それとも減少額を平準化する
のでしょうか。或いはそれ以外の方法でしょうか。

①原案のとおりとします。
②割賦金利の性質上設計費用の減少費より、割
賦金利も減額されるのが原則となります。
③減少費用については、本件施設の施設整備費
に組み込まれると考えます。

118 ⑦ 6 12 9

第12条第9項の「当該増加費用」について以下の追加を
ご検討いただけますか。
当該増加費用（本件事業に関して事業者に融資する金
融機関等から事業者が請求されうる当該融資に係る条
件変更、解約等に伴い発生する一切の費用を含む。）

原案のとおりとします。ご質問のような費用につ
いても、要求水準書の不備等と相当因果関係を
有する範囲で含まれます。

119 ⑦ 第3章　本件施設の設計 6 13 2

大学にて負担いただける増加費用については発生時に
お支払いただけると理解してよろしいでしょうか。

★

120 ⑦ 6 13 2

第13条第1項に基づく大学による設計図書の変更請求
については第13条第2項の適用があるものと理解してよ
いですか。この理解でよい場合、第13条第2項の「大学
は、自らの要求に基づき」を「前項に従い大学が自らの
要求に基づき」に変更していただけますか。

ご理解のとおりです。ただし、条項については、
原案のとおりとします。

121 ⑦ 6 13

第13条第7項として以下の追加をご検討いただけます
か。
７　大学が工期の変更を伴う本件施設の設計図書の変
更又は事業者の提案の範囲を逸脱する本件施設の設
計変更を事業者に提案した場合、事業者に発生する合
理的な増加費用（本件事業に関して事業者に融資する
金融機関等から事業者が請求されうる当該融資に係る
条件変更、解約等に伴い発生する一切の費用を含
む。）を負担するものとする。

原案のとおりとします。ご指摘の趣旨は、特に規
定しなくとも、大学が事業者の提案の範囲を逸脱
する設計変更を提案した場合には、第1項の違反
の問題として扱うことにより、対応できるものと理
解します。ただし、その場合に大学が負担するこ
ととなる増加費用の範囲は、大学が事業者の提
案の範囲を逸脱する設計変更を提案したことと相
当因果関係を有する範囲に限られますので、「本
件事業に関して事業者に融資する金融機関等か
ら事業者が請求されうる当該融資に係る条件変
更、解約等に伴い発生する一切の費用」につき、
必ずしもその全部を大学が負担することにはなら
ない場合があります。

122 ⑦ 第3章　本件施設の設計 6 14 3

大学にて負担いただける増加費用については発生時に
お支払いただけると理解してよろしいでしょうか。

★

123 ⑦ 第3章　本件施設の設計 6 14 4

本件引渡日が変更された場合、ｻｰﾋﾞｽ購入費の支払ｽ
ｹｼﾞｭｰﾙはどうなるのでしょうか。

サービス購入費の支払いを毎年４月及び１０月に
行うというスケジュールについては、変更致しま
せん。

124 ⑦ 6 14 3

第14条第3項の「事業者の費用」に以下の追加をご検
討いただけますか。
事業者の費用（本件事業に関して事業者に融資する金
融機関等から事業者が請求されうる当該融資に係る条
件変更、解約等に伴い発生する一切の費用を含む。）

原案のとおりとします。本件事業に関して事業者
に融資する金融機関等から事業者が請求されう
る当該融資に係る条件変更、解約等に伴い発生
する費用を大学が負担するか否かは、大学と事
業者の協議に基づいて決定されると考えます。

9/18



番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

125 ⑦ 8 18 1

第18条第1項の末尾に以下の追加をご検討いただけま
すか。
ただし、大学は、事業者による本件施設の設計に係る
業務の工程に影響を生じさせない範囲において本件施
設の設計状況その他についての説明又は書類の提出
を求めることができるものとする。

原案のとおりとします。

126 ⑦ 本件施設の建設 8 20 3

別紙３第１項に定める保険に加入するのは、設計建設
期間のうち建設期間中であるとの理解で宜しいでしょう
か。

ご理解のとおりです。明確にすべく、事業契約書
を修正いたします。

127 ⑦ 9 22 1

基本協定書第４条第１項において本件施設の建設にか
かる業務を受託又は請け負う企業が特定されることか
ら、第22条第1項につき以下の追加をご検討いただけま
すか。
ただし、基本協定書第４条第１項に規定する事業者が
本件施設の建設にかかる業務を委託又は請け負わせ
るものについては、大学の書面による承諾を要しない。

原案のとおりとします。

128 ⑦ 9 22 2

第23条第2項の末尾に以下の追加をご検討いただけま
すか
ただし、大学は合理的な理由なくかかる承認を留保又
は遅延しない。

原案のとおりとします。

129 ⑦ 第4章　本件施設の建設 10 25 2、3

大学にて負担いただける損害及び増加費用について
は、発生時にお支払いただけると理解してよろしいで
しょうか。

★

130 ⑦ 10 25 2

第25条第2項8行目の「増加費用」に以下の追加をご検
討いただけますか。
増加費用（本件事業に関して事業者に融資する金融機
関等から事業者が請求されうる当該融資に係る条件変
更、解約等に伴い発生する一切の費用を含む。）

原案のとおりとします。ご質問のような費用につ
いても、参考資料の誤びゅう等と相当因果関係を
有する範囲で含まれます。

131 ⑦ 10 25 3

第25条第3項2行目の「合理的な増加費用及び損害」に
以下の追加をご検討いただけますか。
合理的な増加費用及び損害（本件事業に関して事業者
に融資する金融機関等から事業者が請求されうる当該
融資に係る条件変更、解約等に伴い発生する一切の
費用を含む。）

原案のとおりとします。ご質問のような費用につ
いても、報告書の不備、誤びゅう等と相当因果関
係を有する範囲で含まれます。

132 ⑦ 本件施設の建設に伴う近隣対策 11 27 5

「本件施設を設置・運営すること自体に直接起因するも
のについては大学が負担する」とありますが、お支払い
についても直接対応いただけるものと理解してよろしい
でしょうか。

近隣対策については、第一次的には事業者が対
応義務を負い、これに要した費用は、事業契約
第27条第5項の定めに従って分担されることにな
ります。従って、費用の支払については、大学が
直接行うのではなく、事業者が第一次的に行い、
事後的に、事業者から大学に対して、大学の負
担分をご請求いただくこととなります。

133 ⑦ 本件施設の建設に伴う近隣対策 11 27 5

事業者に生じた費用を大学が負担する場合の支払方
法、時期をご教示下さい。

★

134 ⑦ 11 28 3

第28条第3項の末尾に以下の追加をご検討いただけま
すか。
ただし、大学は、本件工事の工程に影響を生じさせない
範囲において本件工事に立ち会うことができるものとす
る。

原案のとおりとします。

135 ⑦ 第4章　本件施設の建設 12 29 2

大学にて負担いただける合理的な増加費用には資金
調達に係る事業者に生じた費用も含まれると理解して
よろしいでしょうか。また、当該増加費用及び損害は発
生時にお支払いただけると理解してよろしいでしょうか。

ご質問のような費用についても、工事の中止・続
行と相当因果関係を有する範囲で含まれます。
支払方法：★
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

136 ⑦ 工事の中止等 12 29 2

合理的な増加費用若しくは被った合理的な損害を大学
が負担するのは大学が「必要と認めたとき」に限るよう
に読み取れますが、事業者の責に帰すべき事由又は
不可抗力により施工を一時中止した場合以外はすべて
「必要と認めて」いただけると理解して宜しいでしょうか。
また、大学が負担する場合の支払方法、支払時期をご
教示下さい。

大学が増加費用又は損害を負担するのは、文字
どおり大学が必要と認めて本件工事を中止した
場合に限られ、事業者の責に帰すべき事由又は
不可抗力以外の事由により本件工事を中止した
場合に、必ずしも大学が増加費用又は損害の全
てを負担することにはなるとは限りません。
支払方法：★

137 ⑦ 12 29 2

第29条第2項の「必要となった合理的な増加費用」に以
下の追加をご検討いただけますか。
必要となった合理的な増加費用（本件事業に関して事
業者に融資する金融機関等から事業者が請求されうる
当該融資に係る条件変更、解約等に伴い発生する一
切の費用を含む。

原案のとおりとします。ご質問のような費用につ
いても、工事の中止・続行と相当因果関係を有す
る範囲で含まれます

138 ⑦ 12 29 3

第29条第3項及び第4項について以下の変更をご検討
いただけますか。
3　大学が別途発注する備品の本件施設への搬入作業
が、本件工事に密接に関連する場合において、必要が
ある場合には、事業者は本件工事の工期の変更を伴
わない限度で施工スケジュールの調整を行い、大学が
行う備品の搬入に可能な限り協力する。
２　大学が別途発注する備品の搬入作業に要する費用
は大学が負担するものとし、前項の事業者の協力に要
する費用は事業者の負担とする。

原案のとおりとします。搬入作業に伴う、工期の
変更については、事業契約第38条により対応で
きるものと理解します。備品の搬入作業に要する
費用は、本件事業の外で大学が発注する備品の
搬入ですので、大学が負担します。

139 ⑦ 損害等の発生 12 30 1

「事業者は、工事の施工に伴い通常避けることのできな
い騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶、臭気の発生
等により第三者に損害が発生した場合は、その損害を
事業者が負担しなければならない」とされていますが、
通常の公共工事として発注される場合に適用される公
共工事標準請負契約約款では、これらの損害は発注
者である公共の負担とされています。この損害負担者
を大学としていただけないでしょうか。

原案のとおりとします。本件工事に通常伴う事情
に起因する損害ですので、事業者負担とさせて
いただきます。

140 ⑦ 本件工事中に第三者に生じた損害 12 30 １

公共工事標準請負契約約款では、工事の施工に伴い
通常避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地下
水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼした場合
の賠償負担は全額公共側にありますが、本事業につい
てすべて事業者がその損害を負担するというのは、不
合理ではないでしょうか。

原案のとおりとします。本件工事に通常伴う事情
に起因する損害ですので、事業者負担とさせて
いただきます。

141 ⑦ 12 30 1

第30条第1項の末尾に以下の追加をご検討いただけま
すか。
ただし、その損害のうち大学の責に帰すべき事由によ
る生じたもの（大学の提示条件に起因するものを含
む。）については、大学が負担しなければならない

原案のとおりとします。特に規定しなくても、ご指
摘の趣旨は達成されると理解します。

142 ⑦ 13 32 1

第32条第1項につきの追加をご検討いただけますか。
前条の完成検査及び維持管理業務等準備が完了した
ことを受けて事業者から提出された完成届を大学が受
領した場合、大学は、当該完成届の受領の日から７日
以内に本件施設が要求水準書等に規定された性能及
び使用を充足し、維持管理業務等を実際に実施しうる
体制にあることを確認する。

原案のとおりとします。ただし、大学は、遅滞なく
維持管理体制の確認を行うことを想定していま
す。

143 ⑦ 損害等の発生 14 36 3

「大学の指示、変更要求に起因して本件工事に要する
費用が減少した場合、その減少費用を施設整備費相当
から減額する。」とありますが、前記の場合に、金融関
連費用（スワップブレークコスト）等が発生した場合、そ
の費用負担はどのようになるのでしょうか。

事業契約第81条に基づき協議を行い、必要と判
断された場合、大学が負担することがあります。

144 ⑦ 14 36 3

第36条第3項に以下の追加をご検討いただけますか。
大学の責めに帰すべき事由により、本件工事に要する
費用が増加した場合、大学は、事業者に対して、その
増加費用を負担する。

原案のとおりとします。特に規定しなくても、大学
の責に帰すべき事由により増加費用が生じた場
合には、大学がこれを負担することになると理解
します。

145 ⑦ 15 37 4

「１年以内」を「６ケ月以内」に変更願います。 原案のとおりとします。

146 ⑦ 15 38 1

第38条第1項に以下の追加をご検討いただけますか。
大学と事業者との協議により工期が変更された場合、
大学は、工期の変更により事業者に生じる合理的な追
加費用（本件事業に関して事業者に融資する金融機関
等から事業者が請求されうる当該融資に係る条件変
更、解約等に伴い発生する一切の費用を含む。）を負
担するものとする。

原案のとおりとします。ご指摘の事項について
は、大学と事業者の協議に基づいて決定される
と考えます。
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

147 ⑦ 15 38 2

第38条第2項に以下の追加をご検討いただけますか。
大学と事業者との協議あるいは大学の定めるところに
より工期が変更された場合、大学は、工期の変更によ
り事業者に生じる合理的な追加費用（本件事業に関し
て事業者に融資する金融機関等から事業者が請求さ
れうる当該融資に係る条件変更、解約等に伴い発生す
る一切の費用を含む。）を負担するものとする。

原案のとおりとします。ご指摘の事項について
は、大学と事業者の協議に基づいて決定される
と考えます。

148 ⑦ 第4章　本件施設の建設 15 39

大学にて負担いただける合理的な増加費用には資金
調達に係る事業者に生じた費用も含まれるのでしょう
か。また、当該増加費用及び損害は発生時にお支払い
ただけると理解してよろしいでしょうか。

ご質問のような費用についても、合理的な範囲で
含まれます。
支払方法：★

149 ⑦
本件施設の引渡し
遅延による費用負
担

15 39 2

「施設費相当から本件施設に係る引渡しを受けた部分
に相応する額を控除した額につき」とありますが、部分
引渡しを認めるということでしょうか。

部分引渡しは認めません。条項をそのように修
正いたします。

150 ⑦ 15 39 1

第39条第1項の「増加費用」に以下の追加をご検討いた
だけますか。
増加費用（本件事業に関して事業者に融資する金融機
関等から事業者が請求されうる当該融資に係る条件変
更、解約等に伴い発生する一切の費用を含む。）
また、「大学はその他に遅延損害金を負担しない。」は
削除願います。大学が遅延損害金を負担しないとする
根拠をご教示いただけますか。

原案のとおりとします。ご質問のような増加費用
についても、当該遅延と相当因果関係を有する
範囲で含まれます。また、事業者が負担した合理
的な増加費用は、大学が負担しますので、さらに
遅延損害金を負担する必要はないと考えます。

151 ⑦ 15 39 3

不可抗力を起因とする工期延長等による本件施設の引
渡し遅延に係るリスクについては、不可抗力を起因とす
る場合には事業者が付保する保険での手当ても困難で
あるため、大学による負担としていただきたいと考えま
すのでご検討いただけますか。

原案のとおりとします。

152 ⑦ 維持管理業務等計画書の作成・提出 15 40 １

「大学が定めて事業者に通知する」時期をご教示下さ
い。また、この時期を事業契約書に明記いただけない
でしょうか。

原案のとおりとします。ただし、事業者が維持管
理業務等計画書の作成に十分な期間を設けるこ
ととします。

153 ⑦
第5章　本件施設の
維持管理及び運営
補助

16 41 2

大学にて負担いただける「当該増加費用」については、
発生時にお支払いただけると理解してよろしいでしょう
か。

★

154 ⑦
本件施設の維持管
理及び運営補助に
伴う近隣対策

16 41 2

① 大学が要求水準書等において事業者に提示した条
件に関する近隣住民等の要望活動・訴訟について、そ
の対応は大学が主体的に行うとの理解で宜しいでしょう
か。
② 大学が増加費用を負担する場合の支払方法、支払
時期をご教示下さい。

①対応を行うのは事業者で、大学は対応に要し
た費用を負担します。
②大学と事業者の協議に基づいて決定されると
考えます。

155 ⑦
本件施設の維持管
理及び運営補助に
伴う近隣対策

16 41 3

「前項以外の近隣住民等の要望活動・訴訟に起因する
本件施設の維持管理業務等に係る増加費用」として想
定されるものを例示下さい。

事業契約第41条第2項の「事業者に提示した条
件」を「本件事業の内容等、本件事業の遂行その
もの」という内容に修正します。同第3項において
想定される増加費用は、通常の要求水準書等に
従って行われる維持管理業務等に関する近隣住
民等の要望活動、訴訟に起因する増加費用を想
定しています。

156 ⑦ 16 41 2

第41条第2項の「当該増加費用」について以下の追加を
ご検討いただけますか。
当該増加費用（本件事業に関して事業者に融資する金
融機関等から事業者が請求されうる当該融資に係る条
件変更、解約等に伴い発生する一切の費用を含む。）

原案のとおりとします。ご質問のような増加費用
についても、当該要求水準等と相当因果関係を
有する範囲で含まれます。

157 ⑦ 16 42 1

基本協定書第４条第１項において本件施設の維持管理
業務を受託又は請け負う企業が特定されることから、
第42条第1項につき以下の追加をご検討いただけます
か。
ただし、基本協定書第４条第１項に規定する事業者が
本件施設の維持管理業務を委託又は請け負わせるも
のについては、大学の書面による承諾を要しない。

原案のとおりとします。

158 ⑦ 16 42 2

第42条第2項の末尾に以下の追加をご検討いただけま
すか。
「ただし、大学は合理的な理由なく、かかる承認を留保
又は遅延しない。」

原案のとおりとします。
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

159 ⑦ 17 43 3

法令変更による要求水準書の変更に伴う維持管理業
務等に係る費用の増加は大学の負担とされるべきと考
えます。従って、第43条第3項につき以下の変更をご検
討いただけますか。
3　大学は、法令変更による要求水準書の変更、大学
の責めによる事業内容の変更及び用途変更等並びに
入居者に関する事由に起因して維持管理業務等に係
る費用が増加するときは、当該増加費用を負担する。
ただし、当該維持管理業務等が減少しても、サービス対
価の減少は行わない。

原案のとおりとします。要求水準書の変更に伴う
維持管理業務等に係る費用の増加は、事業契約
書第43条第2項によって、大学の負担となるもの
と理解します。

160 ⑦
第5章　本件施設の
維持管理及び運営
補助

17 44 2

大学にて負担いただける費用は発生時にお支払いただ
けると理解してよろしいでしょうか。

★

161 ⑦
第5章　本件施設の
維持管理及び運営
補助

17 44 3

「本件事業の事業期間中に本件施設の大規模修繕を
行う必要が生じた場合には、大学の責任と費用負担に
おいて、かかる大規模修繕を行う」となっておりますが、
当該大規模修繕は事業範囲外として別途発注されるの
でしょうか。

ご理解のとおりです。

162 ⑦ 本件施設の修繕 17 44 3

要求水準書で示す機能を維持するために入札説明書
書４ページ３行目「注」に定義される大規模修繕を行う
必要が生じた場合も、その必要が事業者帰責事由によ
り生じたものでない限り、ＰＦＩ事業範囲外と理解して宜
しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

163 ⑦ 17 44

模様替えを事業者が行う旨の記載がありますが、要求
水準書において規定される事業者の業務範囲には「模
様替え」は含まれていないと理解しておりますがいかが
でしょうか？

ご理解のとおりです。

164 ⑦ 17 44 4

不可抗力又は法令変更による本件施設の修繕又は模
様替えに係る責任は本件施設の所有者である大学が
負担すべきであると考えます。従って、第44条第4項に
つき以下の変更をご検討いただけますか。
4　事業者が、不可抗力又は法令変更により本件施設
の修繕又は模様替えを行った場合には、大学はこれに
要した一切の費用を負担する。

原案のとおりとします

165 ⑦ 17 45 2

第45条第2項の末尾に以下の追加をご検討いただけま
すか。
大学は合理的な理由なくかかる承諾を留保又は遅延し
ない。

原案のとおりとします。

166 ⑦ サービス購入費の支払い 18 47 3

光熱水費について、「大学が実費を負担する」とありま
すが、お支払いについても直接対応いただけるものと
理解してよろしいでしょうか。

ご理解のとおりです。

167 ⑦ 第三者に及ぼした損害 19 52 １

事業者が損害を負担しなければならない場合とは、事
業者が法的な賠償責任を負担する場合を指すと理解し
て宜しいでしょうか。

ご理解のとおりです。

168 ⑦ 第三者に及ぼした損害 19 52 ４

別紙３第２項記載の保険に加えて、大学及び事業者を
被保険者とする火災保険に、事業者の費用負担で加入
することは可能でしょうか。

可能です。

169 ⑦ 19 52 2

第52条第2項の末尾に以下の追加をご検討いただけま
すか。
ただし、その損害のうち大学の責に帰すべき事由によ
る生じたもの（大学の提示条件に起因するものを含
む。）については、大学が負担しなければならない。

原案のとおりとします。

170 ⑦ 19 52 3

「施設の引渡し後に」を削除していただけますか。
本項に定める大学の損害賠償責任については、大学
が提示した条件につき施設の引渡し前後を区分する根
拠はないように思われます。

条項を修正します。

171 ⑦ 19 52 5

維持管理業務等に関して不可抗力により発生した第三
者の損害については、損害の原因から事業者が付保
する保険の適用も困難であると考えられるため、大学
の負担としていただきたいと考えます。従って、第52条
第5項につき以下の変更をご検討いただますか。
５　前各項の場合を除き、維持管理業務等に関し不可
抗力により第三者に損害が発生した場合には、大学が
その損害を負担するものとする。

原案のとおりとします。

172 ⑦ 19 52

維持管理業務に伴い、通常避けることができない地盤
沈下、地下水断絶、騒音、振動、臭気の発生等の理由
による第三者損害賠償を事業者が負担することとなっ
ていますが、本来、当該リスクは施設所有者の分担リス
クとして考えられる事や、本件はBTO事業であることか
ら、リスクの分担を再検討いただけないでしょうか？

原案のとおりとします
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173 ⑦ 19 53 1

「入居者による損傷」の直前に「自然劣化による損傷、」
を追加していただけますか。

原案のとおりとします

174 ⑦ 20 54 2

事業者の責任を明確にするため以下の変更をご検討
いただけますか。
２　事業者は、前項の契約期間中、本事業契約に従っ
て要求水準書等に定められた要求水準を満たす状態
に保持する義務を負う。

原案のとおりとします

175 ⑦ 20 55 3

以下のような猶予期間の設定をご検討いただけないで
しょうか。
(3)　事業者が業務報告書に著しい虚偽記載を行い、大
学が相当の期間を定めて事業者に催告したにもかかわ
らず、事業者から大学に対して大学が満足すべき合理
的説明がなされないとき

原案のとおりとします。

176 ⑦ 21 56 3

第56条第2項に定める違約金は予定損害賠償金と理解
させていただきたいと考えますので、第56条第3項につ
いては削除をご検討いただけますか。

原案のとおりとします。

177 ⑦ 第6章　契約期間及び契約の終了 21 57 2

「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額の100
分の100に相当する金額については,解除前の支払スケ
ジュールに従って支払う。」となっていますが、以下のよ
うに変更していただませんでしょうか。
サービス購入費のうち施設整備費相当の残額の100分
の100に相当する金額に当該解除日までに履行済の維
持管理費等相当の未払額を加えた金額については解
除前の支払スケジュールに従って支払う。

ご指摘の部分につき、以下のとおり条文を修正し
ます。「なお、大学は、サービス購入費のうち施設
整備費相当の残額及び当該解除の日までに履
行済の維持管理業務等に係る維持管理費等相
当のうち未払となっている金額の合計額の100分
の100に相当する金額については、解除前の支
払スケジュールに従って支払う。」

178 ⑦ 21 57 2

「サービス購入費のうち施設整備費相当分の残額の
100分の100に相当する額」につき、以下の変更をご検
討いただけますか。
「サービス購入費のうち施設整備費相当分の残額の
100分の100に、当該解除の日までに実施した維持管理
業務等に対するサービス購入費のうち維持管理費等相
当の未払額を加算した額」

ご指摘の部分につき、以下のとおり条文を修正し
ます。「なお、大学は、サービス購入費のうち施設
整備費相当の残額及び当該解除の日までに履
行済の維持管理業務等に係る維持管理費等相
当のうち未払となっている金額の合計額の100分
の100に相当する金額については、解除前の支
払スケジュールに従って支払う。」

179 ⑦ 21 57 3

第57条第2項に定める違約金は予定損害賠償金と理解
させていただきたいと考えますので、第57条第3項につ
いては削除をご検討いただけますか。

原案のとおりとします。

180 ⑦ 第6章　契約期間及び契約終了 21 58 2

大学にて負担いただける損害及び合理的な増加費用
は発生時にお支払いただけるとの理解でよろしいでしょ
うか。

★

181 ⑦ 第6章　契約期間及び契約終了 21 58 2

「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額を解除
前の支払スケジュールに従って支払う」となっておりま
すが、以下のように変更していただけませんでしょうか。
サービス購入費のうち施設整備費相当の残額の100分
の100に相当する金額に当該解除日までに履行済の維
持管理費等相当の未払額を加えた金額については解
除前の支払スケジュールに従って支払う。

ご指摘の部分につき、以下のとおり条文を修正し
ます。「この場合においても、大学は、サービス購
入費のうち施設整備費相当の残額及び当該終了
の日までに履行済の維持管理業務等に係る維
持管理費等相当のうち未払となっている金額の
合計額の100分の100に相当する金額について
は、終了前の支払スケジュールに従って支払
う。」

182 ⑦ 21 58 2

「事業者が被った損害及び合理的な増加費用」につい
て以下の追加をご検討いただけますか。
事業者が被った損害及び合理的な増加費用（本件事業
に関して事業者に融資する金融機関等から事業者が
請求されうる当該融資に係る条件変更、解約等に伴い
発生する一切の費用を含む。）

原案のとおりとします。ご質問のような増加費用
についても、大学の債務不履行と相当因果関係
を有する範囲で含まれます。

183 ⑦ 21 58 2

「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額」につ
き、以下の変更をご検討いただけますか。
「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額に、本
事業契約の終了の日までに実施した維持管理業務等
に対するサービス購入費のうち維持管理費等相当の未
払額を加えた額及び当該終了により事業者に生じた一
切の追加費用（本件事業に関して事業者に融資する金
融機関等から事業者が請求されうる当該融資に係る条
件変更、解約等に伴い発生する一切の費用を含む。）」

未払いの維持管理費は追加します。一切の追加
費用の詳細、金額については、大学と事業者の
協議に基づいて決定されると考えます。
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184 ⑦ 第6章　契約期間及び契約終了 22 59

「サービス購入費のうち施設整備費相当に相当する部
分を、解除前の支払スケジュールに従って支払う」と
なっておりますが、以下のように変更していただけませ
んでしょうか。
サービス購入費のうち施設整備費相当の残額の100分
の100に相当する金額に当該解除日までに履行済の維
持管理費等相当の未払額を加えた金額については解
除前の支払スケジュールに従って支払う。

ご指摘の部分につき、以下のとおり条文を修正し
ます。「この場合、本件施設の引渡しが完了して
いるときには、大学は、本件施設の所有権を保
持し、サービス購入費のうち施設整備費相当の
残額及び当該解除の日までに履行済の維持管
理業務等に係る維持管理費等相当のうち未払と
なっている金額の合計額の100分の100に相当す
る金額を、解除前の支払スケジュールに従って
支払う。」

185 ⑦ 22 59

「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額」につ
き、以下の変更をご検討いただけますか。
「サービス購入費のうち施設整備費相当に相当する部
分に、本事業契約の終了の日までに実施した維持管理
業務等に対するサービス購入費のうち維持管理費等相
当の未払額を加えた額及び当該終了により事業者に生
じた一切の追加費用（本件事業に関して事業者に融資
する金融機関等から事業者が請求されうる当該融資に
係る条件変更、解約等に伴い発生する一切の費用を含
む。）」

未払いの維持管理費は追加します。一切の追加
費用の詳細、金額については、大学と事業者の
協議に基づいて決定されると考えます。

186 ⑦ 第6章　契約期間及び契約の終了 22 60

「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額を解除
前の支払スケジュールに従って支払う」となっておりま
すが、以下のように変更していただけませんでしょうか。
サービス購入費のうち施設整備費相当の残額の100分
の100に相当する金額に当該解除日までに履行済の維
持管理費等相当の未払額を加えた金額については解
除前の支払スケジュールに従って支払う。

ご指摘の部分につき、以下のとおり条文を修正し
ます。「なお、これらの場合、大学は、サービス購
入費のうち施設整備費相当の残額及び当該解除
の日までに履行済の維持管理業務等に係る維
持管理費等相当のうち未払となっている金額の
合計額の100分の100に相当する金額を、解除前
の支払スケジュールに従って支払うものとする。」

187 ⑦ 法令変更等による契約の終了 22 60

出来形部分に相応する工事費相当額とは具体的に何
を指すのでしょうか。ご教示ください。
また、維持管理業務及び運営補助業務終了させるため
に要する費用とは、何を指すのでしょうか。

現時点で工事費相当額の範囲を具体的に明示
すことは困難かと考えています。維持管理業務
及び運営補助業務を終了させるために要する費
用とは、初期投資を行っている場合の精算のた
めの費用などが含まれると考えておりますが、現
時点ですべてを明示することは困難と考えており
ます。

188 ⑦ 法令変更による契約の終了 22 60

「本件施設が未完成であるときは、出来形部分に相応
する工事費相当額に限る」とありますが、
① 事業者には工事費以外にも設計費、工事監理費、
ファイナンス組成費、ＳＰＣ設立費用等の初期投資費用
が生じていることが想定されます。これら施設費相当を
構成する工事費以外の費用のうちＳＰＣが業務若しくは
支出を終えている部分についても査定の上、お支払い
いただくことが合理的であると考えますが、このように改
定いただけないでしょうか。
② 本件施設が未完成の時点で事業契約を解除された
場合でも、解除前の支払スケジュールに従って支払うも
のと読み取れますが、割賦金利も支払われるとの理解
で宜しいでしょうか。それともこの場合は一括支払いと
なるのでしょうか。
③ 解除に伴い事業者に発生する費用（例えばスワップ
ブレイクコスト）はお支払いいただけないのでしょうか。

①これらの費用は、法令変更による事業者の合
理的損害に該当するものであれば、第69条に従
い、別紙10に従って事業者と大学とで分担される
と考えます。
②一括払いではなく、支払スケジュールどおりの
分割払いです。また、施設整備費相当（施設費相
当ではない）の残額ですので、割賦金利も含まれ
ると考えます。
③これらの費用は、法令変更による事業者の合
理的損害に該当するものであれば、第69条に従
い、別紙10に従って事業者と大学とで分担される
と考えます。

189 ⑦ 22 60

①「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額」に
つき、以下の変更をご検討いただけますか。
「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額に本事
業契約の解除により事業者に生じた一切の追加費用
（本件事業に関して事業者に融資する金融機関等から
事業者が請求されうる当該融資に係る条件変更、解約
等に伴い発生する一切の費用を含む。）」
②「ただし、本件施設が未完成であるときは、出来高部
分に相応する工事費相当額に限るものとする。」は削除
願います。

①第69条の合理的な増加費用又は損害に含ま
れれば、別紙10に従い、大学が一部を負担する
ことになります。
②原案のとおりとします。

190 ⑦ 22 60

③「また、事業者がすでに維持管理業務又は運営補助
業務を開始している場合、大学は、維持管理業務又は
運営補助業務を終了させるために要する費用」につき、
以下の変更をご検討いただけますか。
「また、事業者がすでに維持管理業務又は運営補助業
務を開始している場合、大学は、サービス購入費のうち
施設整備費相当の残額に本事業契約の解除により事
業者に生じた一切の追加費用（本件事業に関して事業
者に融資する金融機関等から事業者が請求されうる当
該融資に係る条件変更、解約等に伴い発生する一切
の費用を含む。）に本事業契約の解除の日までに実施
した維持管理業務等に対するサービス購入費のうち維
持管理費等相当の未払額を加算した額及び維持管理
業務又は運営補助業務を終了させるために要する一切
の費用」

維持管理費の未払額は追加します。
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

191 ⑦ 第6章　契約期間及び契約の終了 22 61

「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額を解除
前の支払スケジュールに従って支払う」となっておりま
すが、以下のように変更していただけませんでしょうか。
サービス購入費のうち施設整備費相当の残額の100分
の100に相当する金額に当該解除日までに履行済の維
持管理費等相当の未払額を加えた金額については解
除前の支払スケジュールに従って支払う。

ご指摘の部分につき、以下のとおり条文を修正し
ます。「なお、これらの場合、大学は、サービス購
入費のうち施設整備費相当の残額及び当該解除
の日までに履行済の維持管理業務等に係る維
持管理費等相当のうち未払となっている金額の
合計額の100分の100に相当する金額を、解除前
の支払スケジュールに従って支払うものとする。」

192 ⑦ 不可抗力による契約終了 22 61

出来形部分に相応する工事費相当額とは具体的に何
を指すのでしょうか。また、維持管理業務及び運営補助
業務終了させるために要する費用とは何を指すので
しょうか。

現時点で工事費相当額の範囲を具体的に明示
すことは困難かと考えています。維持管理業務
及び運営補助業務を終了させるために要する費
用とは、初期投資を行っている場合の精算のた
めの費用などが含まれると考えておりますが、現
時点ですべてを明示することは困難と考えており
ます。

193 ⑦ 不可抗力による契約終了 22 61

① 「本件施設が完成している場合には、その所有権は
大学が取得又は大学に留保されるものとし」とあります
が、一旦完成していれば、その後不可抗力によって損
傷又は倒壊した場合でも、書類審査等の方法によって
「完成している場合」とお認めいただけると理解して宜し
いでしょうか。
② 本件施設が未完成の時点で契約が解除される場
合、大学が査定する出来形とは不可抗力事由発生直
前の出来形であると理解して宜しいでしょうか。

①本件施設が完成しているか否かは、32条に定
めるしゅん功確認に基づき判断します。
②買取時、すなわち不可抗力事由発生後の出来
形と考えております。

194 ⑦ 22 61

①「事業者に通知の上で」を「事業者と協議の上、」へ変
更していただけますか。
②「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額」に
つき、以下の変更をご検討いただけますか。
「サービス購入費のうち施設整備費相当の残額に本事
業契約の解除により事業者に生じた一切の追加費用
（本件事業に関して事業者に融資する金融機関等から
事業者が請求されうる当該融資に係る条件変更、解約
等に伴い発生する一切の費用を含む。）」
③「ただし、本件施設が未完成であるときは、出来高部
分に相応する工事費相当額に限るものとする。」は削除
願います。

①原案のとおりとします。
②第71条の合理的な増加費用又は損害に該当
するものについては、別紙11に従って、これらの
費用は、事業者と大学とで分担されると考えま
す。
③原案のとおりとします。

195 ⑦ 22 61

④「また、事業者がすでに維持管理業務又は運営補助
業務を開始している場合、大学は、維持管理業務又は
運営補助業務を終了させるために要する費用」につき、
以下の変更をご検討いただけますか。
「また、事業者がすでに維持管理業務又は運営補助業
務を開始している場合、大学は、サービス購入費のうち
施設整備費相当の残額に本事業契約の解除により事
業者に生じた一切の追加費用（本件事業に関して事業
者に融資する金融機関等から事業者が請求されうる当
該融資に係る条件変更、解約等に伴い発生する一切
の費用を含む。）に本事業契約の解除の日までに実施
した維持管理業務等に対するサービス購入費のうち維
持管理費等相当の未払額を加算した額及び維持管理
業務又は運営補助業務を終了させるために要する一切
の費用」

維持管理費の未払額は追加します。

196 ⑦ 不可抗力による契約終了 22 61

「本件施設が未完成であるときは、出来形部分に相応
する工事費相当額に限る」とありますが、
① 事業者には工事費以外にも設計費、工事監理費、
ファイナンス組成費、ＳＰＣ設立費用等の初期投資費用
が生じていることが想定されます。これら施設費相当を
構成する工事費以外の費用のうちＳＰＣが業務若しくは
支出を終えている部分についても査定の上、お支払い
いただくことが合理的であると考えますが、このように改
定いただけないでしょうか。
② 本件施設が未完成の時点で事業契約を解除された
場合でも、解除前の支払スケジュールに従って支払うも
のと読み取れますが、割賦金利も支払われるとの理解
で宜しいでしょうか。それともこの場合は一括支払いと
なるのでしょうか。
③ 解除に伴い事業者に発生する費用（例えばスワップ
ブレイクコスト）はお支払いいただけないのでしょうか。

①不可抗力による事業者の合理的損害に該当
するものであれば、第71条に従い、別紙11に従っ
て事業者と大学とで分担されると考えます。
②一括払いではなく、支払スケジュールどおりの
分割払いです。また、施設整備費相当（施設費相
当ではない）の残額ですので、割賦金利も含まれ
ると考えます。
③不可抗力による事業者の合理的損害に該当
するものであれば、第71条に従い、別紙11に従っ
て事業者と大学とで分担されると考えます。

197 ⑦ 事業者による表明・保証及び誓約 24 65 2

契約上の地位の譲渡及び担保提供等について、資金
調達のため金融機関に対し行う場合にはご承認いただ
けるものと理解してよろしいでしょうか。

大学が必要と判断する場合には承認します。

198 ⑦ 24 66 1

「各事業年度内の予算の範囲内で」とする条件では事
業者による本件事業の資金調達が困難となりかねませ
んので、以下の修正をご検討いただけますか。
第66条　大学は事業者に対して、契約締結日現在にお
いて、本事業契約が、適法、有効かつ拘束力ある大学
の債務を構成し、本事業契約の履行に必要な債務負担
行為が国会において決議されており、当該債務負担行
為に従って大学の債務を執行することを表明し保証す
る。

原案のとおりとします。
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

199 ⑦ 契約保証金 24 67

入札説明書１３ページ「１４　入札保証金及び契約保証
金（２）」の記載内容と明らかに相反する内容ですが、ご
訂正がありましたらお示し下さい。

入札説明書の内容を正として、契約書を修正しま
す。

200 ⑦ 25 69

以下の追加（下線部）をご検討いただけますか。
第69条　法令変更により、施設整備業務につき事業者
に合理的な増加費用又は損害が発生した場合、本事
業契約において特に定める場合を除き、当該増加費用
又は損害の負担は別紙10に従うものとする。なお、大
学及び事業者は、必要に応じ、当該増加費用の負担方
法等について協議して決定することができるものとす
る。
なお、法令変更により維持管理業務等について事業者
に発生した増加費用又は損害については、本件施設の
所有者が大学であることから大学の負担としていただき
たいと考えます。

「本事業契約において特に定める場合を除き」に
関しては、追加します。「なお、大学及び事業者
は、必要に応じ、当該増加費用の負担方法等に
ついて協議して決定することができるものとす
る。」については、追加しません。

201 ⑦ 26 71

以下の追加（下線部）をご検討いただけますか。
第71条　不可抗力により、施設整備業務、維持管理業
務等につき事業者に合理的な増加費用又は損害が発
生した場合、本事業契約において特に定める場合を除
き、当該増加費用又は損害の負担は別紙11に従うもの
とする。なお、大学及び事業者は、必要に応じ、当該増
加費用の負担方法等について協議して決定することが
できるものとする。
なお、不可抗力により維持管理業務等について事業者
に発生した増加費用又は損害については、本件施設の
所有者が大学であることから大学の負担としていただき
たいと考えます。

「本事業契約において特に定める場合を除き」に
関しては、追加します。「なお、大学及び事業者
は、必要に応じ、当該増加費用の負担方法等に
ついて協議して決定することができるものとす
る。」については、追加しません。

202 ⑦
不可抗力による第
三者に対する損害
の扱い

26 72

「当該損害（ただし、第20条第4項、第32条第4項又は第
52条第4項に基づき事業者、請負人等又は受託者等は
加入した保険等により補填された部分を除く）」とありま
すが、
① 第20条には第4項がありません。ご訂正がありました
らお示し下さい。
② 保険等により補填されてなお残余の損害がある場
合は、事業者はその残余の100分の1の負担を免れな
いということでしょうか。

①20条第3項に修正します。
②ご理解のとおりです。

203 ⑦ 26 72

不可抗力を起因とする第三者損害については基本的に
大学の負担としていただきたいと考えます。少なくとも、
維持管理業務等についての第三者損害につきまして
は、本件施設の所有者が大学であることから大学の負
担としていただきたいと考えます。

原案のとおりとします

204 ⑦ 26 73

①新たな公租公課の負担について、外形標準課税制
度の創設による事業者の公租公課の新たな負担につ
いては大学が負担するものと理解してよいですか。
②本件事業に関して事業者には本件施設に係る不動
産所得税を負担する義務が生じますか。

①原案のとおりとします。大学は現時点で予測可
能な外形標準課税等については負担しません。
②不動産取得税は非課税扱いです。ただし、事
業者と建設業者間で締結される建設工事請負契
約及び約款において別紙に示す追加条項、追加
条文が規定されていることが条件です。なお、必
要に応じて県税事務所又は総務省自治税務局
都道府県税課にお問い合わせ下さい。

205 ⑦ 第三者割り当て 27 76 2

「応募株主」の意味をご教示下さい。 提案書提出時の構成員です。

206 ⑦ 財務書類の提出 27 77

大学が監査済財務書類及び年間業務報告書を公開す
るのは、事業者の事前の承諾を得た場合と理解して宜
しいでしょうか。

事前の承諾の有無に関わらず公表する場合もあ
りえます。

207 ⑦ ｻｰﾋﾞｽ購入費の支払方法等 43 別紙8

サービス購入費を構成している施設整備費及び維持管
理費の支払いについては、その手続上、それぞれ別々
に支払われると考えてよろしいでしょうか。

施設整備費相当の請求書と維持管理費相当の
請求書とは、各々独立して送付できます。

208 ⑦ 46 別紙9 2 ②

「同一の対象業務において２回の減額措置及び改善要
求を経た後、更に業務不履行があった場合、受託者等
を変更させることがある」とありますが、これらの要因と
なる対象は、同一の業績監視区分のことを指すのか、
もしくは同一の事象のことを指すのかご教示願います。

同一の対象業務とは、①建物保守管理業務、②設
備保守管理業務、③外構維持管理業務、④清掃衛
生管理業務、⑤警備業務、⑥受け付け業務、⑦ヘ
ルプサービス業務、⑧上記に必要な設備、備品等
の提供の各々を指します。

209 ⑦
法令変更による増
加費用及び損害の
負担

52
別
紙
10

本事業の実施方針にあるリスク分担表では、法人の利
益に係る法人税の新設・変更によるもの以外の税制の
新設・変更によるものは大学が負担するリスクとなって
いますが、このリスク分担に沿って、「外形標準課税」又
は「法人の利益に係る法人税の新設・変更によるもの
以外の税制の新設・変更によるもの」を③として追記
し、本文中の「①又は②」を「①、②又は③」と改定いた
だけないでしょうか。

原案のとおりとします

210 ⑦ 52
別
紙
10

「本件事業に類型的又は特別に影響を及ぼす法令変
更」について具体的な事例を明示願います。

現時点において、事例を明示する事は困難と考
えます。
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番号 書類No. 項　目 頁 Ⅰ １ (1) 1) ア ① ａⅰ 質　　問 回　　答

(条）(項）

211 ⑦
不可抗力による増
加費用及び損害の
負担割合

53
別
紙
11

各項ただし書きに「事業者が不可抗力により保険金を
受領した場合、当該保険金額相当額は増加費用額及
び損害額から控除する」とありますが、例えば設計・建
設期間中であれば、施設費相当の100分の1の額を担
保金額とする保険を付保し、この保険金を満額受領し
た場合には、事業者に別段の金銭負担は生じないもの
と理解して宜しいでしょうか。

増加費用額及び損害額から保険金額を差し引い
た残額のうち施設費相当の100分の１の額に達
するまでは、事業者に金銭負担が生じ得ます。

212 ⑦ 53
別
紙
11

維持管理期間中の不可抗力による追加費用の負担の
考え方について、本件事業がBTO方式であり、維持管
理期間中の本件施設の所有権者が大学であるにも拘
わらず、事業者の責めに帰すべき事由でもない不可抗
力による追加費用の一部が事業者の負担とされる条件
については合理的な根拠なく事業者に負担が課されて
いるものとしか思えません。従いまして、維持管理期間
中の不可抗力による追加費用は全て大学側の負担とし
ていただきたく、事業者に負担を求めるのであれば合
理的な理由をご提示願います。

原案のとおりとします。別紙11は第71条の不可抗
力による事業者の増加費用・損害の取扱いの分
担を定めるもので、施設に関して生じた損傷等は
そもそも対象ではなく、従って、本件事業がBTO
方式であるかBOT方式であるかには特に影響さ
れないと理解しております。

213 ⑦ 53
別
紙
11

設計・建設期間及び維持管理期間ともに、「事業者が不
可抗力により保険金を受領した場合、当該保険金相当
額は増加費用額及び損害額から控除する」とあります
が、この場合事業者側では保険を付保するメリットが享
受できないため、保険の付保は行わず、一定のリスク
に対しコストを織り込むものと思われます。よって、結果
的にVFMを悪化させてしまうため「事業者が不可抗力に
より保険金を受領した場合、当該保険金相当額は増加
費用額及び損害額から控除する」との一文につき削除
いただきたく、よろしくお願い致します。

原案のとおりとします

214 ⑧ 事業予定者の設立 1 4 2

業務委託契約又は請負契約の締結期限を具体的な日
付で記載するようになっていますが、建設工事に係る契
約と維持管理に係る契約とを同時期に締結するのは実
務的に困難と思料します。「各業務開始予定日までに」
と改定いただくことは可能でしょうか。

本項を「乙は、甲と乙の協議により別途定める日
までに、前項に定める設計、施設整備、維持管
理及び運営補助の各業務を受託する者又は請
け負う者と事業予定者との間でかかる各業務に
関する業務委託契約又は請負契約を締結せしめ
るものとし、締結後その写しを甲に提出するもの
とする。」と修正いたします。

215 ⑧ 事業予定者の設立 2 6 1

ＳＰＣの設立期限を具体的な日付で記載するようになっ
ていますが、登記所における設立登記手続きに要する
期間は事業者においてコントロールできないため、設立
登記完了日が具体的な日付以降になる可能性も想定
しえます。具体的な日付ではなく「速やかに」と改定ただ
くことは可能でしょうか。

ご指摘のように改訂します。

216 ⑧ 8

「事業契約の締結に至らなかった場合」の原因につき甲
又は乙に帰責事由がある場合には、帰責事由のある
当事者は相手方が本事業の準備に関して支出した費
用を負担すべきと考えます。従って「事由の如何を問わ
ず」を「甲乙いずれの責にも帰すべからざる事由により」
に変更していただけないでしょうか。

原案のとおりとします

217 ⑨ その他 43

施設の引渡後、事業期間中に貴大学が建物等に対し
て付保する損害保険につきましてご教示願います。

特に想定しておりません。
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